
 

（参考） 
 

○「精神衛生法施行令第六条第三号に規定する講習会の指定基準等について」（昭和 41 年２月４日障発 54 号厚生省公衆衛生局長通知）との変更点 
 

（下線部が変更部分） 
新 旧 

 

記 

 

１ 講習会の指定基準 

（１） 実施主体 

地方公共団体とすること。 

（２） 講習科目、その時間数及び到達目標 

別表第１及び別表第２によること。 

（３） （略）  

（４） 受講者の資格 

本講習会は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25

年政令第125号）第12条第３号の規定において、保健師が受講対象とされて

いる。 

２ 指定申請の手続き 

講習会を実施しようとする者が厚生労働大臣の指定を受けようとするとき

は、当該講習会の開催予定日の30日前までに次の事項を記載した申請書を厚

生労働大臣に提出すること。 

なお、申請後その内容について変更の必要を生じた場合には、あらかじめ

変更申請を行うこと。 

（１）・（２） （略）  

（３） 講習科目、講習テーマ、講師氏名及び担当時間数（別表第３による

こと。） 

（４） 講習会場名及び所在地（講義を行う場所及び演習を行う病院等をす

べて記入すること。） 

（５）～（９） （略） 

３ 講習会の実施に関して留意すべき事項 

 

記 

 

１ 講習会の指定基準 

（１） 実施主体 

国又は地方公共団体とすること。 

（２） 講習科目及びその時間数 

別表第１によること。 

（３） （略）  

（４） 受講者の資格 

保健婦とすること。 

 

 

２ 指定申請の手続き 

講習会を実施しようとする者が厚生大臣の指定を受けようとするときは、

当該講習会の開催予定日の三〇日前までに次の事項を記載した申請書を厚生

大臣に提出すること。 

なお、申請後その内容について変更の必要を生じた場合には、あらかじめ

変更申請を行なうこと。 

（１）・（２） （略）  

（３） 講習科目、講習テーマ、講師氏名及び担当時間数 

別表第二によること。 

（４） 講習会場名及び所在地（講義を行なう場所及び実習を行なう病院を

すべて記入すること。） 

（５）～（９） （略） 

３ 講習会の実施に関して留意すべき事項 



 

（１） 自治体における精神保健及び精神障害者の福祉に関する相談支援の

質の向上を図るため、相談支援を行う保健師以外の職員も受講対象とする

ことができる。当該保健師以外の職員が受講する場合であって、別表第１

に掲げる講義及び演習のすべてを受講することが困難な場合等について

は、精神保健や相談技術に関する基礎的事項（別表第１中、１から４まで

及び９の項目をいう。）の受講を推奨する等、職員の実情に応じた受講を

可能とすること。 

（２） 受講者の出席状況を把握し、出席状況の不良な者については修了し

たものとは認めないこととすること。 

（３） 講習会の実施者は、講習会を修了した者に対して修了証書又は修了

証明書を交付すること。 

（４） 講習会の終了後30日以内に次の事項を記載した実施状況報告書を小

職あて提出されたいこと。 

ア 受講人員 

イ 修了証書又は修了証明書を与えた者の氏名及び当該証書等の番号 

（削除） 

ウ その他参考となる事項 

（５） （略）  

 

別表第１ 講習科目及び時間数 

 

履修

方法 
講習科目 内容 時間数 

講義  １ 精神保健福祉

の理念 

①精神保健福祉の基本的枠組み及び

視点 

②精神障害者の人権及び権利擁護 

③国連障害者権利条約 

１ 

（１） 講習会の実施者は、講習会を終えた者に対して別記様式に準じた修

了証書又は修了証明書を交付すること。 

 

 

 

 

 

（２） 受講者の出席状況を把握し、出席状況の不良な者については修了し

たものとは認めないこととすること。  

（新設） 

 

（３） 講習会の終了後三〇日以内に次の事項を記載した実施状況報告書を

小職あて提出されたいこと。 

ア 受講人員 

イ 修了証書又は修了証明書を与えた者の氏名及び当該証書等の番号 

ウ 講習会に要した費用の収支決算 

エ その他参考となる事項 

（４） （略）  

 

別表第一  

講習科目及び時間数 

科目 時間数 備考 

Ⅰ 社会福祉、臨床

心理学 
三六   

 1 社会福祉概論  六  

 2 精神医学ソー

シャルワーク技術 
 一二  



 

２ 精神保健医療

福祉の現状及び課

題 

①精神科医療の動向 

②精神保健福祉施策の動向 

１ 

３ 精神保健医療

福祉に関する法律 

関係法令及び自治体の役割 １ 

４ 精神保健福祉

相談員の役割 

①自治体における精神保健福祉業務 

②精神保健福祉相談員の役割及び意

義 

③ライフステージ別の課題 

④支援提供における留意点 

２ 

５ 精神疾患の基

礎知識 

①主な疾患の概要及び治療法等 

②精神障害リハビリテーション 

２ 

６ 精神保健福祉

の相談支援 

①相談支援の目的及び方法 

②相談支援のプロセス 

③多職種連携及び多機関連携 

④当事者及び家族との協働 

４ 

７ 精神保健医療

福祉に関する制度

及びサービス 

①各制度の概要及びサービスの機能 

②各関係機関及び専門職の役割と機

能 

３ 

演習 ８ 精神保健福祉

の相談支援事例 

相談支援の実際 ５ 

９ 当事者及び家

族主体の相談支援 

①当事者が経験する地域生活の理解 

②当事者の家族が経験する地域生活

の理解 

２ 

（２） 

 3 人間心理学  六 
医学的心理学、発達心理

学、精神力動論等 

 4 カウンセリン

グ技術 
 六  

 5 グループ・ワ

ーク技術 
 六  

Ⅱ 精神衛生行政及

び関連行政 
一二   

     

 1 精神衛生行政  六 

 法規、機構、組

織、病院、施設等 
 2 社会福祉等関

連行政 
 六 

     

Ⅲ 精神医学概論 二七   

 1 精神疾病論  二一 
精神障害の分類、原因、症

状、治療等 

 2 精神医学的リ

ハビリテーション 
 六  

Ⅳ 精神衛生 三六   

 1 精神衛生総論  三 歴史、各国の精神衛生等 



 

10 関係機関の見

学 

①自治体の見学 

②精神科医療機関の見学 

③精神保健福祉関係機関の見学 

11 受講の振り返

り 

①自身の相談支援技術に関する課題

の確認 

②課題の克服に必要な相談支援事例

等の実践の検討 

１ 

③自身の相談支援技術に関する課題

及び今後希望する実践の上長との共

有 

（１） 

合計 
 

 
22 時

間以上 

 

 

（留意点） 

○「履修方法」欄が講義である講習科目については、講義を録画したものを視

聴することも可能とする。また、オンラインを活用して実施することも差し

支えない。 

○「履修方法」欄が演習である講習科目については、対面で行うこととする。 

〇「時間数」欄に（ ）で記載されている内容は、地域の実情に応じて実施し

ないこととしても差し支えない。 

 

 

別表第２ 到達目標 

到達目標 

大

項

目 

中項目 小項目 

Ⅰ １ 精神保健福祉の

理念を理解する 
 

 2 精神衛生各論  一五 
各期の精神衛生、各域の精

神衛生、自殺、犯罪非行等 

 3 地域精神衛生

活動 
 一八 統計調査、地区組織活動等 

Ⅴ 実習 九三   

 1 面接技法実習  一二 
講義に平行しなるべく初期

に行う 

 2 病院実習  三〇 精神医学臨床講義を含む。 

 3 訪問指導実習  三六 事例研究を含む。 

 4 関連施設実習  一五 

保健所、精神衛生センタ

ー、児童相談所、福祉事務

所等関連施設 

計 二〇四時間以上   

 

（備考）時間数は、科目のⅠからⅤまでの区分ごとに時間数欄の上欄に掲げる

時間数以上とし、その細目については、時間数欄の下欄に掲げる時間数を標準

とするものとする。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 



 

 

精

神

保

健

福

祉

相

談

員

に

必

要

な

価

値

や

倫

理

を

理

解

す

る 

・精神障害者の人権及び権利擁護、福祉に関

する理念や考え方について、医学モデルとは

異なる理念の重要性を含めて理解する  
２ 精神保健医療福

祉の現状及び課題を

理解する 

・精神科医療及び精神保健福祉に関連する課

題等を含む動向を理解する 

・国及び自治体における精神保健福祉施策を

理解する 

 

３ 精神保健医療福

祉に関する法律及び

自治体の役割を理解

する 

・精神保健福祉法、障害者基本法、地域保健

法、社会福祉法、医療観察法等の関係法令に

基づいた自治体の役割を理解する 

 

Ⅱ 

  

地

域

精

神

保

健

４ 精神保健福祉相

談員の役割を理解す

る 

・自治体が担う精神保健福祉に関する業務を

理解する 

・精神保健福祉相談員の役割を理解する 

・各ライフステージで生じる身体的・精神

的・経済的な課題等を理解する 

・支援が必要な人や、支援する際配慮が必要

な人について、支援提供における留意点等を

理解する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

福

祉

活

動

に

必

要

な

知

識

を

習

得

す

る 

５ 精神疾患の基礎

知識を習得する 

・主な精神疾患の診断名、原因、症状、治療

法等を理解する 

・精神障害リハビリテーションの導入から経

過、その効果について理解する 

 

６ 精神保健福祉の

相談支援を理解する 

・相談支援の目的及び当事者主体の重要性に

ついて理解する 

・当事者及び家族と協働しながら相談支援を

行うことの意義を理解する 

・必要な支援につながりにくい対象を含め当

事者及び家族への支援方法を理解する 

・事例をもとに、当事者の意思を尊重しなが

ら相談支援を行う際に必要な知識や技術を理

解する 

・事例をもとに、精神保健に関する複合的な

課題を抱える住民の相談支援に対応できるよ

う、多職種連携及び多機関連携における相談

支援に必要な技術を理解する 

 

７ 精神保健医療福

祉に関する制度及び

サービスを理解する 

・各制度の概要やサービスの機能及び活用方

法を理解する 

・さまざまな関係機関及び専門職の役割を理

解する 

 

Ⅲ 

  

地

域

精

神

保

８ 精神保健福祉の

相談支援事例及びグ

ループワークを通

し、習得した知識や

技術の活用方法につ

いて理解する 

・さまざまな相談支援場面において精神保健

福祉相談員が果たしている具体的な役割を理

解する 

・グループワークでの意見交換や講師からの

助言等を受けて、講義で習得した知識や技術

等を用いた具体的な支援方法に対する理解を

深める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

健

福

祉

活

動

に

必

要

な

技

術

を

理

解

す

る 

９ 当事者及び家族

主体の相談支援を理

解する 

・精神障害がある当事者とその家族の視点か

ら、地域生活での課題や工夫等を具体的に理

解する 

・精神障害がある当事者とその家族が期待す

る精神保健福祉相談員の役割や支援内容等を

理解する 

 

10 関係機関の見学

を通し機能を理解す

る 

・自治体の相談支援体制の整備状況及び複合

的な課題を抱えた住民の相談支援の実際を理

解する 

・実際の相談支援における精神科医療機関や

精神保健福祉関係機関の機能を理解する 

 

11 自身の相談支援

技術に関する課題及

びその克服に必要な

実践を明らかにする 

・講習で学んだことを振り返り、自身の相談

支援技術に関する課題及びその克服に必要な

実践が何かについて明らかにする 

 

・受講修了後に、職場の上長に自身の相談支

援技術に関する課題及びその克服のために今

後希望する実践について共有する 

 

 

別表第３ 講習科目、講習テーマ、講師氏名及び担当時間数 

 

講習科目 講習テーマ 講師氏名 担当時間数 備考 

      
  

  
合計時間数 

 

（備考） 

ア 講習科目欄には、別表第１「講習科目及び時間数」に掲げる科目別に記載

し、講習テーマ欄には、これに基づいて担当講師が実際に行う講義でのテー

マを記載すること。 

イ 講師氏名欄及び担当時間数欄には、当該科目ごとに、対応して記載するこ

と。 

  また、科目の 1 から 11 までの区分ごとに、担当時間数の小計を記載するこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第二 

講習科目、講習テーマ、講師氏名及び担当時間数 

講習科目 講習テーマ 講師氏名 担当時間数 備考 

      
  

  
合計時間数 

 

（備考） 

ア 講習科目欄には、別表第一「講習科目及び時間数」に掲げる科目別に記載

し、講習テーマ欄には、これに基づいて担当講師が実際に行う講義でのテー

マを記載すること。 

イ 講師氏名欄及び担当時間数欄には、当該科目ごとに、対応して記載するこ

と。 

また、科目のⅠからⅤまでの区分ごとに、担当時間数の小計を記載するこ



 

と。 

 なお、講師の職業及び略歴については、一覧表として作成し、添付するこ

と。 

 

と。 

 なお、講師の職業及び略歴については、これを別葉の一覧表として作成

し、添付すること。 

 
 


